
江南市リノベーションビジョン

《見える行動計画》

第八次行政改革大綱
[平成30年度～令和4年度]

進捗状況報告

江南市



№ 取組事項 所管課 進捗状況
掲載

ページ

1 市民まつり、農業まつりの統合
商工観光課
農政課

実施 P.3

2 ごみ関連業務グループの人員配置見直し 環境課 実施 P.4

3 介護認定調査業務の民間委託 高齢者生きがい課 中止 P.5

4 窓口業務の民間委託 高齢者生きがい課 中止 P.6

5 ＩＣＴを活用した業務の効率化 高齢者生きがい課 中止 P.7

6 平和祈念戦没者追悼式の見直し 福祉課 実施 P.8

7 障害者団体への育成支援の見直し 福祉課
実施

（完了）
P.9

8 予防接種の個別実施化（BCG) 健康づくり課 実施 P.10

9 窓口業務の民間委託 健康づくり課 中止 P.11

10 ＩＣＴを活用した子育て情報の提供
健康づくり課
こども政策課
保育課

実施 P.12

11 窓口業務の民間委託 保険年金課 中止 P.13

12 ＩＣＴを活用した業務の効率化 保険年金課 計画通り P.14

13 ICTを活用した都市計画情報の提供 都市計画課 中止 P.15

14 用地補償業務の民間委託 都市計画課 中止 P.16

15 公園の定期検査業務の民間委託 都市計画課 中止 P.17

16 江南駅前トイレ等のネーミングライツ導入 都市整備課 中止 P.18

17 官民境界確認業務の民間委託 土木課 中止 P.19

18 空き家バンクの創設及び民間委託 建築課 実施 P.20

19 市営住宅管理業務の民間委託 建築課 中止 P.21

20 防災協定の締結（法律相談業務） 防災安全課 実施 P.22

21 河川水位計及び監視カメラの設置 下水道課 実施 P.23

22 ＩＣＴを活用した下水道管情報の提供 下水道課 実施 P.24

23 ＩＣＴを活用した配水管情報の提供 水道課 実施 P.25

24 市民・協働ステーション運営業務の民間委託 地方創生推進課 計画通り P.26

25
市広報物の配布方法の見直し
【第二次経営改革プラン継続取組】

地方創生推進課 中止 P.27

26 特定事業主行動計画の策定 秘書政策課 実施 P.28

取組事項一覧表
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№ 取組事項 所管課 進捗状況
掲載

ページ

27 給与計算業務等の民間委託 秘書政策課 中止 P.29

28 各種証明書交付窓口の集約化と窓口業務の民間委託
市民サービス課
税務課

中止 P.30

29 住民・戸籍関係異動入力業務の民間委託 市民サービス課 中止 P.31

30
補助金・負担金の見直し
【第二次経営改革プラン継続取組】

行政改革推進課 実施 P.32

31 業務委託等の実施内容の見直し、効果の検証 行政改革推進課 中止 P.33

32 滞納整理手法の見直し 収納課 実施 P.34

33 公文書廃棄業務の民間委託 総務課 実施 P.35

34 職場環境のリフォーム（書類収納棚） 総務課 計画通り P.36

35
長期貸付土地等の条件見直し
【第二次経営改革プラン継続取組】

総務課 中止 P.37

36
土地開発公社保有地の見直し
【第二次経営改革プラン継続取組】

財政課 計画通り P.38

37 支出審査業務の民間委託 会計課 中止 P.39

38
学校給食センター運営業務の民間委託
【第二次経営改革プラン継続取組】

学校給食課 実施 P.40

39 講演会・講座の見直し 生涯学習課 実施 P.41

40 江南市民文化会館のネーミングライツ導入 生涯学習課 実施 P.42

41 市民体育施設管理運営業務の民間委託 スポーツ推進課
遅延

スケジュール延期
P.43

42 江南市営グランドのネーミングライツ導入 スポーツ推進課 計画通り P.44

43
保育園の民営化
【第二次経営改革プラン継続取組】

こども政策課 中止 P.45

44 学童保育所運営業務の民間委託 こども政策課 計画通り P.46

45
児童手当及び児童扶養手当に係る現況届関連業務の
民間委託

こども政策課 中止 P.47

46
市児童扶養手当の見直し
【第二次経営改革プラン継続取組】

こども政策課 中止 P.48

47
土曜日の保育実施園の統合
【第二次経営改革プラン継続取組】

保育課 中止 P.49

48 はしご車の広域整備の実施 消防総務課 中止 P.50

49 高齢者施設の避難訓練充実・強化 消防予防課 実施 P.51

50 応急手当普及員の養成促進 消防署 実施 P.52
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No．１

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

前年度に引き続き
具体的なシミュレー
ションを行い、問題
点等について対策
する。
市民まつり、農業ま
つりを新たな名称
で合同開催する。

取組実績

江南市民まつり・農
業まつり合同開催
事業検討会を12回
開催し、合同開催
の内容・課題等に
ついて協議した。
名称を「こうなん産
業フェスタ」とし、市
民まつり、産業まつ
りの合同開催を11
月に実施した。

新型コロナウイルス
感染症の拡大防止
のため、今年度の
江南市民まつり、農
業まつりの開催は、
各運営協議会によ
り中止の決定をし
た。
11月合同開催で進
めていたが、イベン
ト自体が中止とな
り、効果額は算定
できなかった。

3年ぶりに「2022こう
なん産業フェスタ」
を、11月12日
（土）、13日（日）の
2日間、すいとぴあ
江南で開催した。
合同開催に当たっ
て、打合せを総回
数7回行った。効果
額としては、他課応
援の人数の削減や
コロナ対応におけ
る委託料の削減が
できた。

1,351 1,351 1,351

効果額（千円） 1,490 ― 3,101

（２）深化、（３）新加

市民まつり、農業まつりの統合 商工観光課・農政課

イベントを集約し、現状のマンネリ化から脱却できる新しい取組が行われている。また、運営に携わる職
員の重複業務を削減し、事務のスリム化ができている。事業費についても重複部分の削減ができてい
る。

　―

令和元年度

平成30年度 令和3年度

他自治体の事例を
情報収集し、効果等
を調査する。関連団
体に対し、統合案の
提案・検討し、問題
点等の把握、対応
等を検討する。検討
結果や対応等を取り
まとめ、実施方針を
決定する。具体的な
シミュレーションを行
い、問題点等につい
て対策する。

実施
(スケジュール短縮)

市民まつり、農業ま
つりの運営協議会を
構成する、愛知北農
業協同組合、江南
商工会議所、市職
員（農政課、商工観
光課）で会議の場を
持ち統合に向け検
討したが、課題が多
く統合は困難である
と判断し、スケジュー
ルを短縮し、合同開
催にて実施すること
を決定した。また、
効果算定の結果、
効果が得られる取組
として「実施」するこ
ととした。

新型コロナウイルス
感染症の拡大防止
のため、江南市民
まつり、農業まつり
の開催は、各運営
協議会にて昨年度
に引き続き中止の
決定をした。
11月合同開催で進
めていたが、イベン
ト自体が中止とな
り、効果額は算定
できなかった。

効果見込額
（千円）

市民まつりと農業まつりを統合する前と後との経費比較

― 1,351

取組状況
計画通り

実施 実施 実施

― ―

実施実施体制の構築調査・検討
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No．２

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

本庁舎のごみ減量
グループを環境事
業センターに集約
し、市民へのワンス
トップサービスを提
供する。経費削減、
事務効率化を図
る。

取組実績

旧ごみ減量グルー
プをごみ対策グ
ループに統合し、
環境事業センター
で市のごみ関連業
務全般を担当して
市民へのワンストッ
プサービスを提供
したことで、経費削
減、事務効率化を
実現した。

令和元年度、市の
ごみ関連業務全般
を環境事業セン
ターに集約した。
人員配置の見直し
で経費削減・事務
効率化を実現し
た。
また、市民へのワン
ストップサービスの
提供も実現できた。

令和元年度、市の
ごみ関連業務全般
を環境事業セン
ターに集約した。
人員配置の見直し
で経費削減・事務
効率化を実現し
た。
また、市民へのワン
ストップサービスの
提供も実現できた。

1,754 2,759 2,759

効果額（千円） 3,400 3,506 3,316― 3,341

グループの配置を
変更した場合の課
題・問題点を整理し
た。また、効果算定
の結果、効果が得ら
れる取組として「実
施」することとした。
2グループが統合す
るため、各事務事業
の担当調整をし、1
グループとして円滑
に進むような人員及
び事業配置をした。
また、机や書類、各
種物品の移動をさ
せ、事務所内の再
配置や会議室の整
理・整頓を実施し
た。

令和元年度、市の
ごみ関連業務全般
を環境事業セン
ターに集約した。
人員配置の見直し
で経費削減・事務
効率化を実現し
た。
また、市民へのワン
ストップサービスの
提供も実現できた。

効果見込額
（千円）

人員配置を見直す前と後との経費比較

― 2,695

取組状況 計画通り 実施 実施 実施 実施

令和元年度

平成30年度 令和3年度

グループの配置を
変更した場合の問
題点を整理し、調
整、解決する。

Ⅰ‐柱2‐①ごみ減量と再利用の促進　　②ごみの適正な収集、運搬、処分

ごみ関連業務グループの人員配置見直し 環境課

ごみ関連業務を担当するグループを1ヶ所に配置し、市民がワンストップでサービスの提供を受けること
ができている。また、事務の効率化ができている。

（２）深化、（３）新加

調査・実施体制の構築 実施
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No．３

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調
査する。

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調
査する。

民間委託によるメ
リット、デメリットを検
証し、民間委託の
適否を決定する。

取組実績

要介護認定調査を
受託している指定
市町村事務受託法
人から、他の自治
体での導入事例や
実施状況を聴き取
り、その効果などを
調査した。また、調
査により把握した民
間委託の問題点や
課題を整理した。

民間委託を導入し
ている自治体に聞
き取り調査を実施し
た。
実施状況や委託可
能な法人、委託料
などについて調査
した。

民間委託によるメ
リット、デメリットを検
証した。
効果算定の結果、
得られる効果とか
かるコストのバラン
スを考慮すると、現
時点での民間委託
導入は困難なため
「中止」することとし
た。
調査員支援システ
ムの導入について
は、引き続き検討し
ていく。

― ― ―

Ⅳ‐柱1‐①　介護保険サービスの提供、介護保険事業の適正運営

介護認定調査業務の民間委託 高齢者生きがい課

介護認定調査業務を民間委託し、一定の基準で行われ公平性が保たれている。

（１）進化、（２）深化

現状の介護認定調
査業務について整
理し、法令・実務上
で委託化できる範囲
を確認した。認定調
査の共同化（タブ
レット端末の導入、
システム運用、調査
事務）について近隣
市町と情報交換を
実施した。更新認定
者の認定有効期間
の上限を36か月に
延長した。

民間委託可能な法
人に聞き取り調査
を実施した。
認定調査業務の包
括的な委託のほ
か、調査員支援シ
ステムの導入による
業務効率化につい
ても検討した。

中止

令和5年度

平成30年度 令和3年度

現状の介護認定調
査業務について整
理する。法令・実務
上で、委託化できる
範囲などについて確
認する。

民間委託可能な団
体等への聞き取り
調査をする。

取組状況 計画通り 計画通り 計画通り 計画通り

効果見込額
(千円)

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ―

実施体制の構築調査・検討
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No．４

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調
査する。

民間委託を想定し
た場合の工程を分
析し、課題や問題
をシミュレーション
する。また、問題の
解決方法を検討す
る。根拠法令を確
認する。

業務の民間委託を
実施する。

取組実績

スケールメリットを
含めた効果を把握
するため、組織を
横断した会議にて
複数の取組事項を
一括して委託した
場合の効果を調査
した。
効果額を算定でき
たため、前倒しで実
施判定することとし
た。

効果算定の結果、
得られる効果とか
かるコストのバラン
スを考慮すると、現
時点での民間委託
導入は困難なため
「中止」することとし
た。将来、職員だけ
で全ての業務を行
い続けることに必ず
限界が来ることか
ら、機械化やアウト
ソーシングの検討
は継続することとし
た。

― ― ▲ 5,293

民間委託できると考
えられる窓口業務の
洗い出しを行うた
め、業務マニュアル
等の見直しに取り組
んだ。また、受託実
績のある民間事業
者から委託業務範
囲等の情報を収集
した。

効果見込額
(千円)

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ▲ 3,117

民間委託できると考
えられる窓口業務の
洗い出しをする。

民間委託可能な業
務とその範囲を確
定する。関係する
他の部署と調整し
ながら、要綱、作業
マニュアル等必要
な書類を整え、契
約に向け準備をす
る。

取組状況 計画通り 計画通り 中止

令和4年度

平成30年度 令和3年度

　　―

窓口業務の民間委託 高齢者生きがい課

高齢者生きがい課の窓口業務のうち、民間委託が可能な業務を集約して委託することで、職員がより専
門性の高い業務に集中して従事でき、時代の流れに迅速に対応できる行政が実現できている。

（１）進化、（２）深化、（３）新加

実施体制の構築 実施調査・検討
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No．５

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調
査する。
ICTを活用できる業
務範囲について洗
い出しを行う。

ICTの実証実験を
実施する。作業工
程を整理し、作業
マニュアルを作成
する。

取組実績

先進自治体の取組
事例を参考に、ICT
を活用できる業務
の洗い出しを行っ
た。今後詳しく検討
を進める業務につ
いて、候補を選定し
た。

自治体情報システ
ム標準化が控えて
おり、外部委託で
RPAのシナリオを作
成しても修正が見
込まれ2重投資に
なるため、現時点
でのRPA導入につ
いては「中止」する
こととした。

― ― ―

効果見込額
（千円）

ICTを導入する前と後の経費比較

― ―

取組状況 計画通り 計画通り

RPAを活用できる
業務を選定した。
RPAシナリオ等の
作成を外部委託し
た場合の見積を
取った。

令和5年度

平成30年度 令和3年度

ICTを活用する業
務範囲を確定す
る。申請書等様式
のレイアウト変更な
ど、ICTの導入に必
要な準備を行う。

中止

Ⅳ－柱－①　介護保険サービスの提供、介護保険事業の適正な運営

ICTを活用した業務の効率化 高齢者生きがい課

ICTを活用することで、各種届出や申請に係る業務が効率化され、職員がより専門性の高い業務に集
中して従事できている。深刻化する人手不足など、時代の流れに迅速に対応できる行政が実現できて
いる。

（1）進化　（２）深化

調査・検討 実施体制の構築
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No．６

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

平和祈念戦没者追
悼式の開催方法と
案内状の送付方法
を変更する。

取組実績

昨年度に引き続
き、平和祈念戦没
者追悼式を一般の
方も参列できる式
典として開催した。
また、遺族と来賓に
郵送していた案内
状を来賓に限定
し、遺族へは遺族
連合会を通じて開
催案内を配付し
た。

案内状を郵送する
対象者を来賓に限
定し、遺族の方々
へは遺族会を通じ
て開催案内を配付
した。
また、新型コロナウ
イルス感染症拡大
防止のため、式典
は人数や時間を制
限し、市役所１階ロ
ビーにて開催した。

案内状を郵送する
対象者を来賓に限
定し、遺族の方々
へは遺族会を通じ
て開催案内を配付
した。
一般の方も参列で
きる式典として
Home&nicoホール
（江南市民文化会
館）にて開催した。

145 145 145

効果額（千円） 156 158 155― 156

実施
（スケジュール短縮）

これまでの課題や問
題点を洗い出し、整
理する中で、遺族連
合会と協議を行い、
令和元年度より案内
状の発送方法を見
直すこととした。
また、一般の方も参
列できる式典へ変更
し、広報により周知
した。

案内状を郵送する
対象者を来賓に限
定し、遺族の方々
へは遺族会を通じ
て開催案内を配付
した。
また、新型コロナウ
イルス感染症拡大
防止のため、式典
は人数や時間を制
限し、市役所１階ロ
ビーにて開催した。

効果見込額
（千円）

平和祈念戦没者追悼式の開催形式を見直す前と後との経費比較

― 145

これまでの課題や問
題点を洗い出し、実
施方法、実施内容
などの検討を図り、
実効性の高い手法
を選定する。遺族連
合会と実施方法の
変更や見直しが可
能であるか等を協議
する。江南市平和祈
念戦没者追悼式を
新たな方法で一部
実施する。

取組状況
実施

実施 実施 実施

平成30年度

平成30年度 令和3年度

　　―

平和祈念戦没者追悼式の見直し 福祉課

戦後75周年の節目となる令和2年度に、市が直営で開催している平和祈念戦没者追悼式を戦没者の
遺族のみならず幅広く市民が参加できるよう、開催形式を見直すことにより、次世代に平和の尊さと戦
争の悲惨さを考える機会が設けられている。

（２）深化、（３）新加

調査・検討

実施
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No．７

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

見直した業務委託
内容により、事業を
実施する。

取組実績

平成30年度の協議
を踏まえ、水泳鍛
錬会を廃止した。ス
ポーツ大会につい
ては内容を変更
し、競技をボッチャ
の一種目のみとし
た。また、人にやさ
しい作品展につい
ては、展示会場を
すいとぴあ江南か
ら西分庁舎のギャ
ラリーコーナーへと
変更した。

新型コロナウイルス
感染症の拡大防止
のため、今年度の
スポーツ大会及び
人にやさしい作品
展は中止した。
昨年度と同様に見
直し後の内容で行
う予定だったが、中
止となり、効果額は
算定できなかった。

198 198 198

効果額（千円） 159 ― ―― ―

業務委託に関する
課題や問題点につ
いて洗い出し、江南
市心身障害者（児）
連絡協議会と実施
方法や事業内容に
ついての協議を行っ
た。また、効果算定
の結果、効果が得ら
れる取組として「実
施」することした。水
泳鍛練会を廃止、ス
ポーツ大会の種目
変更等をすることと
した。

令和2年度末で事
業廃止により完了。

効果見込額
（千円）

業務委託の内容を見直す前と後との経費比較

― 198

江南市心身障害者
（児）連絡協議会と
の業務委託に関す
る課題や問題点を
洗い出し、実施方
法、内容などについ
て協議する。

取組状況 計画通り 実施 実施
実施

（完了）

令和元年度

平成30年度 令和3年度

　　―

障害者団体への育成支援の見直し 福祉課

江南市心身障害者（児）連絡協議会が自立して適切に行事が運営できている。

（２）深化

実施調査・検討
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No．８

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

個別接種に向け
て、関係市町や尾
北医師会と調整を
する。
実施可能医療機関
の希望調査を行う。

引き続き関係市町
や尾北医師会と調
整する。

個別接種の実施

取組実績

関係市町と共に尾
北医師会管内の全
医療機関を対象と
して、予防接種の
個別実施化への協
力可否を調査し、
実施可能な医療機
関を把握した。

関係市町及び尾北
医師会と、個別実
施化へ向けての協
議を行った。

かかりつけ医等の
個別医療機関での
接種を実施した。

― ― ▲ 355

効果額（千円） ― ― ▲ 806

Ⅳ‐柱4‐②　感染症予防

予防接種の個別実施化（ＢＣＧ） 健康づくり課

子どもが予防接種を積極的に受けることで、病気に対する抵抗力が高まり、感染症にかからず、健康的
な生活を送っている。

（２）深化、（３）新加

県内市町村の個別
接種実施状況を調
査し、問題点を把握
した。
また、個別接種につ
いて他市町の調査
した。
関係市町と尾北医
師会との調整に時
間を要することから
スケジュールを延期
することとした。

効果算定の結果、
経費は増加する
が、保護者が自由
に予防接種計画を
立てられる、かかり
つけ医での接種や
ケアが受けられるな
ど、接種を受ける市
民にメリットがある
取組であるため「実
施」することとした。
個別接種を実施す
る医師及び医療機
関の実務者向けに
研修を行った。

実施
(スケジュール延期)

令和4年度

平成30年度 令和3年度

個別接種を実施して
いる自治体の状況
等調査により、利点・
欠点を把握する。
個別接種について
関係市町の意向を
調査する。

ワクチンの取扱い、
接種方法等につい
て、医師及び医療
機関の実務者研修
を行う。

取組状況
遅延

計画通り 計画通り 計画通り

効果見込額
（千円）

予防接種を個別実施する前と後との経費比較

― ―

― ―

実施実施体制の構築調査・検討
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No．９

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

実現に向けて課題
や問題を抽出す
る。

課題や問題に対す
る解決策を検討す
る。民間委託できる
業務範囲を確定す
る。業務工程を再
構築する。

業務の民間委託を
実施する。

取組実績

スケールメリットを
含めた効果を把握
するため、組織を
横断した会議にて
複数の取組事項を
一括して委託した
場合の効果を調査
した。

民間委託できる業
務範囲を確定し
た。また、委託した
場合の業務工程の
変更について整理
した。

― ― ▲ 10,144

効果算定の結果、
得られる効果とか
かるコストのバラン
スを考慮すると、現
時点での民間委託
導入は困難なため
「中止」することとし
た。将来、職員だけ
で全ての業務を行
い続けることに必ず
限界が来ることか
ら、機械化やアウト
ソーシングの検討
は継続することとし
た。

窓口業務の民間委託 健康づくり課

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ▲ 3,117

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
し、民間委託できる
と考えられる窓口業
務を洗い出しする。

条例、要綱を整備
する。作業マニュア
ルを作成し、窓口
のレイアウトを構築
する。業務委託契
約に向けた準備を
する。

取組状況 計画通り 計画通り 中止計画通り

保健センターの窓口業務のうち、民間委託が可能な業務を集約して委託することで、職員がより専門性
の高い業務に集中して従事でき、時代の流れに迅速に対応できる行政が実現できている。

（１）進化、（２）深化、（３）新加

　　―

令和4年度

平成30年度 令和3年度

窓口業務の中で、民
間委託することが可
能な業務の洗い出
しを行った。
また、先進自治体の
取組事例や実施状
況について調査し
た。

調査・検討 実施実施体制の構築
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No．１０

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

仕様内容を基に、
アプリの設計・開発
を実施する。
子育て支援アプリ
を開始する。

取組実績

９月から「母子健康
手帳アプリ」の運用
を開始し、アプリの
配信機能を活用し
て乳幼児健診、各
種子育てに関する
教室等の情報提供
を行った。
また、アプリの配信
機能の一部につい
て、必要性を検討
したうえ、利用を中
止することを決定し
た。

令和元年９月から
運用している「母子
健康手帳アプリ」の
配信機能を活用し
て、乳幼児健診、
各種子育てに関す
る教室等の情報提
供を行った。

令和元年９月から
運用している「母子
健康手帳アプリ」の
配信機能を活用し
て、乳幼児健診、
各種子育てに関す
る教室等の情報提
供を行った。

▲ 10 22 22

効果額（千円） ▲ 22 4 ▲ 1― 3

実施

複数のアプリ管理業
者から、サービス内
容や仕様等子育て
アプリに関する情報
収集を行った。先進
自治体の取組事例
や実施状況、その効
果などを調査分析し
た。子育てアプリの
活用方法について
関係部署間で検討
した。また、効果算
定の結果、効果が
得られる取組として
「実施」することとし
た。

令和元年９月から
運用している「母子
健康手帳アプリ」の
配信機能を活用し
て、乳幼児健診、
各種子育てに関す
る教室等の情報提
供を行った。

効果見込額
（千円）

ICTを活用した子育て支援情報を提供する前と後との経費比較

― 22

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調
査、分析する。分析
結果を基に、課題や
問題点を把握し、解
決策を検討する。検
討結果や対応等を
取りまとめ、子育て
支援アプリの仕様を
決定する。

取組状況 計画通り 実施 実施 実施

令和元年度

平成30年度 令和3年度

　―

ICTを活用した子育て情報の提供 健康づくり課・こども政策課・保育課

子育て世代が必要とする情報をいつでも手軽に入手することができることで子育て不安が解消され、安
心して子育てをすることができている。

（１）進化、（３）新加

調査・検討 実施開発調査・検討 開発
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No．１１

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

民間委託可能な業
務の把握、根拠法
令を確認する。申
請から交付までの
工程を分析し、課
題や問題を把握す
る。各グループの
職員で構成する
ワーキンググルー
プを設置し、より具
体的な検討を実施
する。

課題や問題に対す
る解決策を検討す
る。民間委託できる
業務範囲を確定す
る。業務工程を再
構築する。

業務の民間委託を
実施する。

取組実績

スケールメリットを
含めた効果を把握
するため、組織を
横断した会議にて
複数の取組事項を
一括して委託した
場合の効果を調査
した。
効果額を算定でき
たため、前倒しで実
施判定することとし
た。

効果算定の結果、
得られる効果とか
かるコストのバラン
スを考慮すると、現
時点での民間委託
導入は困難なため
「中止」することとし
た。将来、職員だけ
で全ての業務を行
い続けることに必ず
限界が来ることか
ら、機械化やアウト
ソーシングの検討
は継続することとし
た。

― ― ▲ 11,516

先進自治体の実施
状況、効果などの調
査として、岐阜県各
務原市の取り組みを
視察した。
視察の結果、業務
委託のメリット・デメ
リットを整理した。

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ▲ 7,792

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
する。また実現に向
けて課題や問題を
把握する。

条例、要綱の整
備、作業マニュア
ルを作成する。窓
口レイアウトを構築
する。業務委託契
約に向け準備をす
る。

取組状況 計画通り 計画通り 中止

令和4年度

平成30年度 令和3年度

　　―

窓口業務の民間委託 保険年金課

保険年金課の窓口業務を、専門知識やスキルを持った事業者に継続的に委託することで、スキルの喪
失を防ぐとともに安定的なサービスの提供ができている。また、職員はより専門性の高い業務に集中し
て従事でき、時代の流れに迅速に対応できている。

（１）進化、（２）深化、（３）新加

実施調査・検討 実施体制の構築・試行
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No．１２

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（R3年度変更）

取組内容

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調
査する。
ICTを活用できる業
務範囲について洗
い出しを行う。

国民健康保険被保
険者・後期高齢者
医療被保険者を対
象とする人間ドック
の受診申込につい
て、オンラインでも
受付できる体制を
構築する。

取組実績

ICT活用の先進事
例について説明を
受けた。
保険年金課におい
て、ICT活用により
効率化を見込める
業務を検討した。

Web申込みシステ
ムの操作性、結果
の集約、人間ドック
管理システムとの連
携等を確認した。
効果算定の結果、
業務の効率化や市
民サービスの向上
に繋がる取組として
「実施」することとし
た。

― ― ―

効果額（千円） ― ― ―― ―

取組状況 計画通り

効果見込額
（千円）

ICTを導入する前と後の経費比較

― ―

活用するICTにつ
いて検討した。
RPAの活用は、令
和7年度までに自
治体の基幹系情報
システム標準化が
予定されているた
め保留することと
し、市民サービスの
向上に直結する行
政手続きのオンライ
ン化について検討
することとした。

ICTを活用する業
務範囲を確定す
る。申請書等様式
のレイアウト変更な
ど、ICTの導入に必
要な準備を行う。

計画通り 計画通り

－

令和5年度

平成30年度 令和3年度

ICTを活用した業務の効率化 保険年金課

ＩＣＴの活用により、事務作業の効率化及び事務負担の軽減ができている。

（1）進化　（２）深化

調査・検討 実施体制の構築

- 14 -



No．１３

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

市民が必要として
いる都市計画情報
の内、開発コスト効
果が見込める範囲
を精査するため詳
細な調査を行う。

提供する情報の範
囲、提供方法を検
討・決定する。

取組実績

用途地域や建ぺい
率などの都市計画
情報を、インター
ネットで確認できる
システムの開発費
や利用状況を調査
し、費用対効果を
検証した。

経費のかからない
代替措置で情報提
供が行えるのであ
れば、新たなシステ
ムを開発する必要
性は低いため「中
止」することとした。
代替措置として、都
市計画図の図面
データをＰＤＦ化し
市ホームページで
公開した。

― ― ▲ 920

(スケジュール延期)

他自治体へ情報提
供方法を調査した
が、費用対効果の
高い方法として参考
にできる事案がな
かった。再度問い合
わせ内容を分析・調
査し、費用対効果の
見込める方法を検
討するためスケ
ジュールを延期する
こととした。

効果見込額
（千円）

ICTを活用した都市計画情報を提供する前と後との経費比較

― ▲ 3,773

問い合わせ件数及
び内容について調
査を1年間にわたり
行い、必要とされる
都市計画情報の内
容や分類分けを行
い、提供する情報を
精査する基礎材料と
する。

ICTを活用した都
市計画情報の提供
手段の開発及び提
供を開始する。

取組状況
遅延

計画通り 中止

令和3年度

平成30年度 令和3年度

　　―

ICTを活用した都市計画情報の提供 都市計画課

市民向けに都市計画に関する情報を提供し、市民の利便性向上と事務の効率化ができている。

（１）進化、（２）深化、（３）新加

調査・検討 開発 実施
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No．１４

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

より多くの情報を収
集するため、調査
対象エリアを県内
全域に拡大し再調
査する。
直営で実施する場
合と民間委託で実
施する場合の経費
を積算する。

民間委託した場合
の工程を分析し、
課題や問題をシ
ミュレーションする。
また、問題の解決
方法を検討する。

用地補償業務を民
間委託する。

取組実績

県内全域を対象と
した調査を実施し、
委託実績のある自
治体から情報収集
した。また、都道府
県の状況も参考に
して、民間委託の
課題や問題点を整
理した。
直営と民間委託の
経費を積算した。

用地補償は年々減
少しており、今後、
増加していく見込
みもないことから、
費用対効果が見込
めず「中止」するこ
ととした。

― ― ▲ 2,095

　　―

用地補償業務の民間委託 都市計画課

用地補償業務を民間委託することで、公共事業の用地取得期間を短縮し、公共事業を計画的かつ効
率的に進めることができている。

（１）進化、（３）新加

近隣自治体(4市2
町)の事例・実施状
況その効果などを調
査した。調査した自
治体では委託実績
がなく再調査が必要
と判断し、その期間
を確保するためスケ
ジュールを延期する
こととした。

(スケジュール延期)

令和4年度

平成30年度 令和3年度

先進自治体の事例・
実施状況などを調
査する。
民間委託に向けた
課題・問題点の把
握、検討する。

作業マニュアルの
作成等、業務委託
に向けた準備をす
る。

取組状況
遅延

計画通り 中止

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ―

調査・検討 実施実施体制の構築
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No．１５

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

日々の業務の中
で、民間委託に向
けた問題点や課題
を洗い出しする。

課題や問題点に対
する解決策を検討
し、民間委託する
業務範囲を決定す
る。

公園の定期検査業
務の民間委託を実
施する。

取組実績

日々の業務の中
で、民間委託に向
けた問題点や課題
を洗い出した。

民間委託に向けた
課題や問題点に対
して検討を行い、業
務範囲について整
理をした。

― ― ▲ 3,499

現状でも毎年２回
の「定期点検」を専
門業者に委託して
実施しており、公園
の安全性が確保さ
れていることと、毎
月の定期検査を市
職員が行うことで現
場を把握できるメ
リットがあることか
ら、民間委託した場
合の費用対効果が
見込めず、効果算
定の結果「中止」す
ることとした。

公園の定期検査業務の民間委託 都市計画課

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ―

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
する。

作業マニュアルを
策定する。
業務委託契約に向
け準備をする。

取組状況 計画通り 計画通り 中止計画通り

公園施設点検を専門業者に委託し、点検の回数が増え、よりきめ細かな点検ができている。また、緊急
を要する異常があった場合の速やかな応急処置ができている。

（１）進化、（３）新加

Ⅰ‐柱4‐③　適正な公園緑地等の維持管理

令和4年度

平成30年度 令和3年度

他自治体の取組状
況を参考に、委託内
容や実施方法につ
いて調査検討した。

実施体制の構築調査・検討 実施
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No．１６

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

鉄道事業者との協
議を行い、江南駅
前トイレにおいて支
障のないネーミング
掲示方法を精査す
る。また、ネーミング
ライツへの募集が
見込める民間事業
者に意向調査を行
い、導入可能性に
ついて検討する。

ネーミングライツ実
施に向けて、民間
事業に向けて募集
をおこない、命名権
者の選定を行う。

取組実績

名古屋鉄道株式会
社とネーミング掲示
に関して協議し、課
題を整理した。
また、既に導入して
いる他課のネーミン
グライツ事例を参考
に、導入スケジュー
ルの再確認を行っ
た。

ネーミングライツ・
パートナー選定委
員会を設置し、審
査基準や募集スケ
ジュールの策定を
進めた。
しかし、鉄道事業
者との最終協議が
整わず、江南駅前
トイレにおけるネー
ミングライツ導入は
「中止」することとし
た。

― ― ―

令和3年度

平成30年度 令和3年度

江南駅前トイレ等のネーミングライツ導入 都市整備課

（１）進化

　　―

江南駅前トイレ等の維持管理にかかる費用を、ネーミングライツ収入で補うことができている。

取組状況 計画通り 中止
遅延

(スケジュール延期)

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
する。

ネーミングライツを
導入する。

公衆トイレでネーミン
グライツを実施して
いる事例について、
実施状況、効果を調
査した。また、江南
駅前トイレにおける
ネーミングライツは
立地的に鉄道敷地
に隣接することか
ら、鉄道事業者との
調整が必要であるた
め、スケジュールを
延期することとした。

効果見込額
（千円）

ネーミングライツの導入により増加する収入額

― ―

実施調査・検討
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No．１７

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

公益社団法人愛知
県公共嘱託登記土
地家屋調査士協会
と境界確認業務の
委託に向けた調整
を行う。

官民境界立会業務
を公共嘱託に民間
委託する。

取組実績

効果算定の結果、
委託範囲を全件に
拡大しても費用対
効果が得られない
ため「中止」すること
とした。今後は、現
状と同様に職員で
対応できない困難
事例に限り民間委
託する方法を継続
する。

― ▲ 16,899 ▲ 16,899

令和2年度

平成30年度 令和3年度

取組状況

年間300件以上の官民境界確認補助業務を、公益社団法人愛知県公共嘱託登記土地家屋調査士協
会に委託し、職員では困難な立会業務が円滑に処理できている。

（１）進化、（３）新加

Ⅰ-柱5-①　適正な道路等の財産管理

官民境界確認業務の民間委託 土木課

中止計画通り

近隣自治体の実施
状況や実施手法の
調査や、問題点の
洗い出しを行った。
また、官民境界業務
の委託実施状況に
ついて、公益社団法
人愛知県公共嘱託
登記土地家屋調査
士協会に対し実施
状況を聴き取り調査
した。

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ▲ 16,899

他自治体の実施状
況等を調査し、課
題・問題点の把握や
解決策の検討を行
う。
（年間立会件数、職
員が立会業務を行う
のか否か、年間予算
額）

調査・検討 実施実施体制の構築
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No．１８

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

取組実績

市ホームページや
官民協働発行のパ
ンフレット等により
制度のＰＲを行っ
た。
また、建築課の窓
口相談や管理不全
の空き家の個別指
導などの際に制度
の紹介を行った。

市ホームページや
官民協働発行のパ
ンフレット等により
制度のＰＲを行っ
た。
また、建築課の窓
口相談や管理不全
の空き家の個別指
導などの際に制度
の紹介を行った。

市ホームページや
官民協働発行のパ
ンフレット等により
制度のＰＲを行っ
た。
また、建築課の窓
口相談や管理不全
の空き家の個別指
導などの際に制度
の紹介を行った。

270 270 270

効果額（千円） 65 62 54

Ⅰ-柱6-①　適切な開発許可と建築指導、木造住宅耐震化の促進及び空家等対策の推進

空き家バンクの創設及び民間委託 建築課

空き家バンクから空き家情報が利用希望者に提供され、空き家だった家屋が有効活用されている。ま
た、民間事業者に空き家バンク運営業務を委託することで効率的な運営ができている。

（１）進化、（３）新加

(公社)愛知県宅地
建物取引業協会と７
月に協定を締結し、
江南市空き家バンク
及び総合相談窓口
を(公社)愛知県宅地
建物取引業協会が
運営する形で12月
に開設したため、ス
ケジュールを短縮す
ることとした。
7月、10月に市幹部
級職員の会議に諮
り、12月に市議会議
員へ説明を行った。

市ホームページや
官民協働発行のパ
ンフレット等により
制度のＰＲを行っ
た。
また、建築課の窓
口相談や管理不全
の空き家の個別指
導などの際に制度
の紹介を行った。

実施
(スケジュール短縮)

平成30年度

平成30年度 令和3年度

先進自治体の事例
や実施状況を調査
する。不動産関係団
体と協定を締結し、
空き家バンクを創設
する。
空き家バンクの運営
業務を不動産関係
団体に委託する。

取組状況
実施

実施 実施 実施

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

255 270

255 57

調査・検討

実施
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No．１９

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

課題・問題点の解
決方法について検
討する。

入居者に対する説
明会を実施する。
業務内容や仕様書
などの検討、業務
委託契約書の作成
などの準備を行う。

取組実績

課題・問題点の検
証後、市営住宅管
理業務の実績があ
る複数の民間事業
者に対して、見積
徴収を行った。
効果算定を行い、
費用対効果が見込
めず「中止」するこ
ととした。

― ― ▲ 16,956

Ⅰ-柱6-②　市営住宅の整備・維持管理及び市有建築物の整備

市営住宅管理業務の民間委託 建築課

市営住宅の管理業務を民間委託することで施設が安全に管理され、居住者が安心して生活している。
施設管理業務が効率的に行われ、安定した市営住宅経営ができている。

（１）進化、（３）新加

関連する法令などか
ら、民間委託の方法
を確認し、愛知県住
宅供給公社、県内
行政庁、実績のある
民間企業に対して、
ヒアリングを実施し、
課題・問題点を把握
した。

令和3年度

平成30年度 令和3年度

愛知県、愛知県住
宅供給公社、ＵＲ等
と業務内容、経費な
どについて協議し、
課題・問題点を把握
する。

市営住宅の管理業
務を民間委託す
る。

取組状況 計画通り 中止

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ▲ 16,956

調査・検討 実施実施体制の構築
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No．２０

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

愛知県弁護士会と
災害時の被災者支
援として、法律相談
業務等の災害協定
を締結する。

取組実績

9月24日付けで、愛
知県弁護士会と
「災害時における
法律相談業務等に
関する協定」を締
結した。
災害時に市民が法
律の専門家である
弁護士に相談する
ことが可能となり、
市職員は災害復旧
に専念することで
防災力を強化でき
る。

令和元年9月24日
付けで、愛知県弁
護士会と締結した
協定は継続中であ
る。
災害時に、市民が
弁護士に相談可能
な体制になってい
る。

令和元年9月24日
付けで、愛知県弁
護士会と締結した
協定は継続中であ
る。
災害時に、市民が
弁護士に相談可能
な体制になってい
る。

― ― ―

効果額（千円） ― ― ―― ―

実施

災害時の法律相談
業務について、近隣
自治体に対し、弁護
士会との協定締結
状況や協定内容に
ついて情報収集を
行っている。また、
効果算定の結果、
効果が得られる取組
として「実施」するこ
ととした。
愛知県弁護士会と
協定内容を検討し
た。

令和元年9月24日
付けで、愛知県弁
護士会と締結した
協定は継続中であ
る。
災害時に、市民が
弁護士に相談可能
な体制になってい
る。

効果見込額
（千円）

　―

― ―

弁護士会と協定を
締結している他自治
体から情報を収集
し、災害協定の内容
等を調査・検討す
る。愛知県弁護士会
と協議を行い、災害
時における業務範
囲等について協定
締結に向け準備を
する。

取組状況 計画通り 実施 実施 実施

令和元年度

平成30年度 令和3年度

Ⅳ‐柱6‐①　災害対策活動の充実・強化、有事対策の確立

防災協定の締結（法律相談業務） 防災安全課

災害時における紛争の事前予防や自主的解決に繋がるよう、法律相談の実施及び窓口を設置するな
ど、愛知県弁護士会と災害協定を締結し、被災者への支援体制ができている。

（１）進化、（３）新加

実施
実施体制の構築実施体制の構築

調査・検討
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No．２１

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

効率的な設置箇所
について、効果、経
費などの検討を行
う。

設備の設置工事を
行う。被災時に収
集した水位データ
等を基に、データ
の有効性、設置場
所の適否等につい
て検証する。
今後の設置箇所に
ついて検討する。

取組実績

効果算定の結果、
効果が得られる取
組として「実施」す
ることとした。
河川監視カメラ及
び水位計の設置箇
所について検討
し、危険箇所への
設置を県へ要望し
た。
その結果、五条川
に河川監視カメラ
及び水位計、青木
川と日光川に水位
計が設置され、令
和2年度からの河
川氾濫監視体制を
強化できた。

危険箇所への水位
計設置を県へ要望
し、新たに４台の設
置が完了した。
被災時に収集した
水位データ等を基
に、データの有効
性、設置場所の適
否等について検証
した。
検証の結果、現時
点では、河川監視
カメラを更に追加す
る必要性はなかっ
た。

設置された河川水
位計及び監視カメ
ラにより、遠方監視
体制が強化され、
迅速な対応ができ
ている。

― ▲ 3,555 45

効果額（千円） ― 439 426

令和2年度

平成30年度

　　―

河川水位計及び監視カメラの設置 下水道課

福祉センター南側の般若用排水路に設置されている水位計及び監視カメラを、他の氾濫危険箇所にも
増設し、水位の遠方監視体制の強化や局地的豪雨災害発生時における出動箇所の選択、迅速な情
報収集により災害対策本部への報告を行うことができ、迅速な災害対応ができている。

（２）深化、（３）新加

令和3年度

取組状況 計画通り 実施 実施

浸水箇所と水路水
位の相互関係を調
査、研究する。

計画通り 実施

県が五条川に設置
した危機管理型水
位計のデータや、般
若川に設置している
河川監視カメラを利
用して、浸水箇所と
水路水位の相互関
係を検証した。
また、氾濫危険箇所
を把握するため市内
の冠水箇所の巡回
を行った。

設置された河川水
位計及び監視カメ
ラにより、水位の遠
方監視体制が強化
され、迅速な災害
対応ができている。

効果見込額
（千円）

河川水位計等を増設する前と後との経費比較

― 45

― 429

試行調査・検討 実施
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No．２２

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

下水道台帳図のイ
ンターネット公開を
実施する。

取組実績

下水道台帳をホー
ムページに掲載し、
インターネット公開
を実施した。利用
者の利便性が向上
し、事務の効率化、
コスト削減の効果も
得られた。

下水道台帳をホー
ムページに掲載し、
インターネット公開
を実施した。利用
者の利便性が向上
し、事務の効率化、
コスト削減の効果も
得られた。

下水道台帳をホー
ムページに掲載し、
インターネット公開
を実施した。利用
者の利便性が向上
し、事務の効率化、
コスト削減の効果も
得られた。

73 73 73

効果額（千円） 81 87 102― 104

実施

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
した。
公開する情報の範
囲や取扱いの方法
を具体的に検討し、
ホームページで提
供するデータを作成
した。また、効果算
定の結果、効果が
得られる取組として
「実施」することとし
た。

下水道台帳をホー
ムページに掲載し、
インターネット公開
を実施した。利用
者の利便性が向上
し、事務の効率化、
コスト削減の効果も
得られた。

効果見込額
（千円）

ＩＣＴを活用した下水道管情報を提供する前と後との経費比較

― 73

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
する。
公開する情報の範
囲や取扱いの方法
を具体的に検討し、
公表用台帳図デー
タ作成等の準備を
進める。
外部へPRをする。

取組状況 計画通り 実施 実施 実施

令和元年度

平成30年度 令和3年度

　　―

ＩＣＴを活用した下水道管情報の提供 下水道課

下水道管情報をインターネットで提供することにより、利用者が窓口まで出向くことなく必要な情報を取
得することができている。利用者自身で情報を取得できるようになり、事務の効率化、スリム化ができて
いる。

（１）進化、（２）深化、（３）新加

調査・検討 実施
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No．２３

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

配水管情報のイン
ターネット公開を実
施する。

取組実績

配水管情報をイン
ターネット上に公開
して以降、配水管
情報の販売件数が
減少した。窓口や
電話等による問い
合わせはまだ多い
ことから、引き続き
PRしていく。

インターネット上に
配水管情報を公開
していることをPRし
た。

インターネット上に
配水管情報を公開
していることをPRし
た。

378 378 378

効果額（千円） 124 127 151

　　―

IＣＴを活用した配水管情報の提供 水道課

配水管の布設情報は、土地の利用に際して重要な情報であり、インターネット上で公開し、サービスの
向上を図ると共に、事務の効率化、スリム化ができている。

（１）進化、（２）深化、（３）新加

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
し、公開する情報の
範囲や取扱いの方
法を検討した。情報
提供に向け具体的
なシミュレーションや
関係部署との調整を
図り、窓口等でＰＲし
た。また、効果算定
の結果、効果が得ら
れる取組として「実
施」することとした。

インターネット上に
配水管情報を公開
していることをPRし
た。

実施

令和元年度

平成30年度 令和3年度

先進自治体の実施
状況、その効果等を
調査する。
公開する情報の範
囲や取扱方法を検
討し、運用に向け具
体的なシミュレーショ
ンをする。情報の公
開について関係部
署との調整、外部へ
PRをする。

取組状況 計画通り 実施 実施 実施

効果見込額
（千円）

IＣＴを活用した配水管情報を提供する前と後との経費比較

― 378

― 165

実施調査・検討
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No．２４

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

問題点や業務の洗
い出しを行い、把
握した問題点の解
決策を検討する。
業務の担い手とな
る中間支援団体の
育成状況を検証す
る。

民間委託できる範
囲及び委託形態・
仕様書を検討す
る。

要綱の整備等、委
託に向けた準備及
び業者選定、選定
業者との調整を行
う。

取組実績

市民協働・市民活
動推進協議会に
て、問題点等の洗
い出しを行い、把
握した問題点の解
決策を検討した。
業務の担い手とな
る中間支援団体の
育成状況を検証し
た。

新たなレイアウトや
活用を想定し、民
間委託できる業務
内容や委託形態、
仕様を検討した。
業者選定に充分な
期間を確保する必
要があるため、前
倒しで実施判定す
ることとした。

要綱整備や業者選
定を実施した。
令和5年度から業
務委託を実施でき
るよう、選定業者と
の調整を行った。

― ― ―

効果額（千円） ― ― ―― ―

計画通り
(スケジュール延期)

先進自治体の取組
事例や実施方法、
その効果などを調査
した。
受託可能な中間支
援団体の成熟状況
を検証し育成期間を
設けるなどの必要が
あり、スケジュールを
延期した。

昨年度に引き続
き、委託業務内容、
形態及び仕様の検
討を重ねるととも
に、新施設内の設
備配置について順
次計画を行った。
効果算定の結果、
経費が増加する取
組だが、中間支援
団体などに委託す
ることで直営ではで
きない支援を実施
し、市民協働を推
進できるため「実
施」することとした。

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ―

計画通り

先進自治体の取組
事例や実施方法、
その効果などを調査
する。

民間委託できる範
囲を確定し、委託
形態・仕様書等を
検討し、作業工程
を再構築する。市
民・協働ステーショ
ンのレイアウトや活
用方法等について
検討する。

取組状況
遅延

計画通り 計画通り

令和5年度

平成30年度 令和3年度

Ⅴ‐柱1‐②　地域協働の促進

市民・協働ステーション運営業務の民間委託 地方創生推進課

より市民目線に近い「中間支援団体」に地域社会の人材育成、情報発信等協働の環境づくり・団体の
支援を委託し、地域の構成員がそれぞれの得意分野で力が発揮でき、市民協働による柔軟性の高い
地方行政が実現できている。

（１）進化、（２）深化、（３）新加

調査・検討 実施体制の構築
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No．２５

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

検討結果を踏ま
え、今後の在り方を
決定する。

取組実績

▲ 22,234 ▲ 22,234 ▲ 22,234

民間委託（新聞折
込、ポスティング等）
による広報等の配布
方法について検討
した。また、市内全
戸配布等の方法を
検討し、効果算定を
行い、費用対効果
が見込めず「中止」
することとした。

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ▲ 22,234

民間委託（新聞折
込、ポスティング等）
による広報等の配布
方法を検討する。

取組状況

市広報物の配布方法の見直し　【第二次経営改革プラン継続取組】 地方創生推進課

全ての世帯に「広報こうなん」を初めとする情報が届き、市政情報が市と市民で共有できている。

中止

（２）深化

　　―

令和元年度

平成30年度 令和3年度

実施調査・検討
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No．２６

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

研究会及び委員会
を設立し、調査・分
析結果を踏まえ、
次期江南市等特定
事業主行動計画の
内容を検討し、策
定する。

策定した江南市等
特定事業主行動計
画に基づき、必要
な取組を行う。

取組実績

効果算定の結果、
効果が得られる取
組として「実施」す
ることとした。別に
定めていた女性活
躍推進特定事業主
行動計画と一体的
な計画となるよう見
直しを図り、策定し
た。

職員が仕事と生
活、子育ての調和
を図ることができる
よう、また、女性職
員がその個性と能
力を十分に発揮で
きるよう、計画に基
づき取組を行った。

職員が仕事と生
活、子育ての調和
を図ることができる
よう、また、女性職
員がその個性と能
力を十分に発揮で
きるよう、計画に基
づき取組を行った。

― ― ―

効果額（千円） ― ― ―

Ⅴ-柱2-②　職員の人材育成と適正な人事管理

特定事業主行動計画の策定 秘書政策課

職員が仕事と生活の調和を図り、職場でお互いが助け合い支え合い、各々のワークライフバランスが実
現できる職場環境が整っている。

（２）深化

第２次江南市等特
定事業主行動計画
の進捗状況につい
て、アンケート等を
実施し、現状の調
査・分析をした。

職員が仕事と生
活、子育ての調和
を図ることができる
よう、また、女性職
員がその個性と能
力を十分に発揮で
きるよう、計画に基
づき取組を行った。

実施

令和2年度

平成30年度 令和3年度

第２次江南市等特
定事業主行動計画
の進捗状況を職員
に対するアンケート
等を実施し、現状の
調査・分析をする。

取組状況 計画通り 計画通り 実施 実施

効果見込額
（千円）

　―

― ―

― ―

調査・検討 計画策定 実施
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No．２７

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

給与支払業務と他
の取組業務との連
携により、スケール
メリットが得られるか
どうか調査し、民間
委託の可否につい
て引き続き検討す
る。

課題や問題に対す
る解決策を検討す
る。
民間委託できる業
務範囲を確定し、
民間委託に向け準
備をする。

取組実績

スケールメリットを
含めた効果を把握
するため、組織を
横断した会議にて
複数の取組事項を
一括して委託した
場合の効果を調査
した。

効果算定の結果、
得られる効果とか
かるコストのバラン
スを考慮すると、現
時点での民間委託
導入は困難なため
「中止」することとし
た。将来、職員だけ
で全ての業務を行
い続けることに必ず
限界が来ることか
ら、機械化やアウト
ソーシングの検討
は継続することとし
た。

― ― ▲ 5,332

Ⅴ-柱2-②　職員の人材育成と適正な人事管理

給与計算業務等の民間委託 秘書政策課

給与・賃金支払業務等の定例的な業務について、民間委託により事務の効率化ができている。

（１）進化、（２）深化

県内自治体におい
て、給与支払業務の
民間委託を実施して
いる自治体は1市の
みあり、その実施状
況について詳細な
聞き取り調査を行っ
た。
組織を横断した会議
でスケールメリット等
を検討をすることとし
たため、スケジュー
ルを延期することと
した。

(スケジュール延期)

令和3年度

平成30年度 令和3年度

類似規模の団体に
おいて、給与支払業
務の民間委託の状
況を調査し、導入の
可否について検討
する。

作業マニュアル等
を作成する。
委託業務の試行・
確認を行う。
給与計算業務等を
民間委託する。

取組状況
遅延

計画通り 中止

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ▲ 6,364

実施調査・検討 実施体制の構築
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No．２８

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

関係窓口担当部署
で構成するワーキ
ンググループを設
置し、より具体的な
検討を実施する。
民間委託する業務
範囲を確定する。
業務工程を再構築
する。

条例及び要綱を整
備する。
作業マニュアルの
作成。窓口のレイア
ウト構築。業務委託
契約に向け準備を
する。

取組実績

スケールメリットを
含めた効果を把握
するため、組織を
横断した会議にて
複数の取組事項を
一括して委託した
場合の効果を調査
した。

効果算定の結果、
得られる効果とか
かるコストのバラン
スを考慮すると、現
時点での民間委託
導入は困難なため
「中止」することとし
た。将来、職員だけ
で全ての業務を行
い続けることに必ず
限界が来ることか
ら、機械化やアウト
ソーシングの検討
は継続することとし
た。

― ▲ 18,700 ▲ 54,945

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ▲ 54,945

取組状況 計画通り 中止計画通り

先進自治体の取組
事例調査し、瀬戸市
への視察やセミナー
に参加し、問題点の
把握やその対策の
ための情報収集を
行った。また、集約
できる業務範囲と民
間委託できる業務を
洗い出し、委託に係
る経費について調
査した。

令和3年度

平成30年度 令和3年度

先進自治体の取組
事例や実施状況の
調査、想定される諸
問題への対策、根
拠法令の確認等を
する。
窓口を集約できると
考えられる業務範囲
と民間委託できる業
務の洗い出しをす
る。

各種証明書交付窓
口の設置及び窓口
業務の民間委託を
実施する。

Ⅴ‐柱3‐①　窓口サービスの向上

各種証明書交付窓口の集約化と窓口業務の民間委託 市民サービス課・税務課

異なる窓口で行っている各種証明書の申請、交付業務を集約し、窓口を移動することなく必要な証明
書を取得することができている。また、窓口業務を民間委託し、提供するサービスの質の向上が図られ
ている。

（１）進化、（２）深化、（３）新加

調査・検討 実施体制の構築 実施
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No．２９

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

課題や問題に対す
る解決策の検討、
民間委託できる業
務範囲の決定、業
務工程の再構築等
をする。

条例、要綱の整
備、作業マニュア
ルの作成、窓口の
レイアウトの構築、
業務委託契約に向
け準備をする。

取組実績

スケールメリットを
含めた効果を把握
するため、組織を
横断した会議にて
複数の取組事項を
一括して委託した
場合の効果を調査
した。

効果算定の結果、
得られる効果とか
かるコストのバラン
スを考慮すると、現
時点での民間委託
導入は困難なため
「中止」することとし
た。将来、職員だけ
で全ての業務を行
い続けることに必ず
限界が来ることか
ら、機械化やアウト
ソーシングの検討
は継続することとし
た。

― ▲ 7,792 ▲ 16,611

先進自治体の取組
事例調査やセミナー
に参加し、問題点や
効果を把握するのた
めの情報収集を
行った。また、民間
委託することが可能
な業務範囲の洗い
出し、委託に係る経
費について調査し
た。

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ▲ 16,611

取組状況 計画通り 計画通り 中止

令和3年度

平成30年度 令和3年度

窓口業務の時間延
長と異動入力業務
の民間委託実施に
向け、先進自治体の
取組事例、効果を調
査する。民間委託が
可能な業務範囲を
洗い出しする。

窓口業務の時間延
長と連動した業務
の民間委託を実施
する。

Ⅴ‐柱3‐①　窓口サービスの向上

住民・戸籍関係異動入力業務の民間委託 市民サービス課

住民・戸籍関係の窓口業務及び異動入力業務を民間委託し、窓口業務の時間延長ができている。繁
忙期と閑散期を意識することなく、提供するサービスの質の向上が図られている。

（１）進化、（２）深化、（３）新加

調査・検討 実施実施体制の構築
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No．３０

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

学識経験者を始め
とする委員会を設
置し、外部評価を
行う。また、外部評
価を踏まえ、見直し
内容を決定する。
令和2年度予算に
見直し内容を反映
する。

見直した補助金、
負担金の運用を開
始する。

取組実績

学識経験者などで
組織する委員会に
おいて、外部評価
を実施し、補助金
等の適正性や制度
改善の必要性につ
いて審議した。令
和2年度も、補助金
等の外部評価を継
続することとした。
また、効果算定の
結果、効果が得ら
れる取組として「実
施」することとした。

昨年度に引き続き
外部評価を実施
し、255件の補助金
等について見直し
方針を決定した。
見直しが完了した
一部補助金等は令
和3年度予算に見
直し内容を反映し、
それ以外の補助金
等は令和4年度（令
和5年度当初予算
への反映）を目標と
して見直しを継続
する。

補助金等の見直し
の最終年度として、
予算への反映状況
の確認と総括を
行った。
最終的に255件の
補助金等の内、変
更なく継続すること
とした127件を除い
た128件について
見直しを行い、126
件(98.4％)の見直
しを完了した。

― ― ―

効果額（千円） ― 2,537 7,072― 7,701

現状の補助金、負
担金の課題や問題
点を把握するための
ツールを作成し、そ
れぞれの補助金等
について、庁内組織
に諮り有効性や適
正について審査・検
討を行った。
外部評価の視点を
加えることとし、その
期間を確保するため
スケジュールを延期
した。

見直しの進捗状況
及び予算への反映
状況を確認した。
見直しが完了して
いない補助金等
は、令和4年度（令
和5年度当初予算
への反映）を目標と
して見直しを継続
する。

効果見込額
（千円）

補助金・負担金の見直し前と後との経費比較

― ―

取組状況
遅延

計画通り 実施 実施 実施
(スケジュール延期)

令和2年度

平成30年度 令和3年度

補助金、負担金に
ついて、目的や効果
に関して検証し課題
や問題点を把握す
る。課題や問題点を
踏まえ、「拡大」、
「縮小」、「廃止」など
各補助金、負担金
の見直し（案）を決
定する。

　　―

補助金、負担金が効果的に活用され、市の発展や市民生活の向上に役立っている。

（２）深化、（３）新加

補助金・負担金の見直し　【第二次経営改革プラン継続取組】 行政改革推進課

調査・検討 実施
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No．３１

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（R1年度変更）

取組内容

先進事例の調査・
研究、情報収集等
を行い、見直しす
べき事業分野、委
託内容について検
討する。

課題・問題点の洗
い出しを行う。
把握した課題・問
題点に関し、改善
方法を検討する。

見直しを行った委
託内容に基づき、
事業を実施する。

遅延

(スケジュール延期)

取組実績

先進事例の調査・
研究、情報収集等
を行い、見直しす
べき事業分野、委
託内容について検
討した。
より詳細に課題や
問題点の洗い出し
を行い現状分析を
行う期間を確保す
る必要があるため、
スケジュールを調
整した。

業務委託の改善方
法について検討し
た。
総務省の統計資料
により、全国の類似
団体との比較を
行った。

― ― ―

効果見込額
（千円）

委託内容の見直し前と後との経費比較

― ―

取組状況 計画通り 計画通り 中止

先進事例を調査・研
究するため、情報収
集などを行った。

江南市の歳出にお
いて委託料が占め
る割合が全国の類
似団体の平均値を
下回っていること
や、個々の業務委
託に関する問題点
は毎年の定期監査
及び決算監査で都
度指摘されている
ことから、業務委託
の見直しに限定し
た取組としては効
果が見込めないた
め、効果算定の結
果「中止」することと
した。

令和4年度

平成30年度 令和3年度

先進事例の調査・研
究をする。全庁的な
業務委託を調査し、
課題・問題点を把握
する。

業務委託の改善方
法について方針を
決定する。
令和４年度の予算
編成時に見直し内
容を反映する。

　　―

業務委託が効率的に行われ、市民に対し質の高いサービスを提供することができている。

（２）深化、（３）新加

業務委託等の実施内容の見直し、効果の検証 行政改革推進課

調査・検討 実施実施体制の構築
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No．３２

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

洗い出された諸問
題を整理し、その
解決に向けての方
法を検討するととも
に、滞納処分事務
マニュアルを作成
する。

新たな手法による
滞納処分を実施す
る。

取組実績

効果算定の結果、
効果が得られる取
組として「実施」す
ることとした。
洗い出された諸問
題を整理し、その
解決に向けての方
法を検討した。
また、滞納処分事
務マニュアルを作
成した。

滞納処分事務マ
ニュアルに基づき
太陽光発電収入の
差押や相続財産の
差押を実施した。

昨年度に引き続
き、太陽光発電収
入や外国為替取引
証拠金の支払い請
求権の差押を実施
した。
また、新たに賃料
の支払請求権の差
押を実施した。

― ― ―

効果額（千円） ― 3,962 3,483― 493

先進自治体の取組
事例を調査し、新た
な滞納整理方法とし
て実施できるものが
ないか情報収集し
た。
また、実現に向けて
考えられる諸問題の
洗い出しを行った。

昨年度に引き続
き、太陽光発電収
入や相続承継分の
差押を実施した。
また、新たに外国
為替取引証拠金の
支払い請求権と、ク
レジット債権の差押
を実施した。

効果見込額
（千円）

新たな滞納処分の手法により納付された納税額

― ―

取組状況 計画通り 計画通り 実施 実施 実施

令和2年度

平成30年度 令和3年度

滞納整理機構や先
進自治体の取組事
例や実施状況、その
効果などを調査す
る。また、実現に向
けて考えられる諸問
題を洗い出し想定
する。

Ⅴ-柱6-②　市税等収納管理の充実

滞納整理手法の見直し 収納課

徴税吏員が滞納整理を進めていくうえで、あらゆる滞納処分の方法からより良い方法を選択すること、ま
たこれまでに実施できなかった新たな滞納処分手法を習得することで、納税の公平性が保たれている。

（２）深化

調査・検討 実施体制の構築 実施
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No．３３

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

取組実績

昨年度から引き続
き機密文書の細断
廃棄業務を民間委
託した。情報管理
の安全性確保や費
用削減、職員の事
務負担軽減などの
効果が得られた。

平成30年9月から
機密文書の細断廃
棄業務を民間委託
している。
情報管理の安全性
確保や費用削減、
職員の事務負担軽
減などの効果が得
られた。

平成30年9月から
機密文書の細断廃
棄業務を民間委託
している。
情報管理の安全性
確保や費用削減、
職員の事務負担軽
減などの効果が得
られた。

4,770 4,770 5,094

効果額（千円） 5,098 5,113 5,0702,436 5,061

近隣自治体等の取
組状況を参考に、民
間委託による実施方
法について検討し
た。また、情報管理
の安全性や費用削
減、職員の事務負
担軽減などの効果
を検証した。また、
効果算定の結果、
効果が得られる取組
として「実施」するこ
ととした。
平成30年9月から委
託を実施した。

平成30年9月から
機密文書の細断廃
棄業務を民間委託
している。
情報管理の安全性
確保や費用削減、
職員の事務負担軽
減などの効果が得
られた。

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

2,459 4,770

取組状況
実施

実施 実施 実施 実施
（スケジュール短縮）

平成30年度

平成30年度 令和3年度

近隣自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
し、実施方法、実施
内容など民間委託
することが可能であ
るか等を検討する。
また、民間委託した
場合の費用削減効
果額を算定する。
公文書の細断廃棄
業務を民間事業者
に委託する。

　　―

公文書廃棄業務の民間委託 総務課

市職員が行っている大型シュレッダーでの公文書の細断廃棄業務を外部委託し、民間事業者を活用
することにより、経費の削減や効率的な業務運営ができている。

（１）進化、（２）深化

調査・検討

実施
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No．３４

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（R2年度変更）

取組内容

先進自治体を視察
し、実態の把握、経
費等に関する情報
を収集する。
また、受託業者から
情報収集を行い、
今後の文書管理の
方針を検討する。

文書管理改善に関
する方針を決定し、
改善計画を策定す
る。

文書管理の改善に
関する方針を決定
する。
方針に基づき、文
書取扱規程など必
要な規定を整備す
る。

遅延

(スケジュール延期)

取組実績

先進自治体の実態
把握、経費等に関
する情報を収集し
た。
また、業者から情報
収集を行い、今後
の文書管理の方針
を検討した。

空調設備の更新で
ファンコイルが撤去
されたスペースに
書類収納棚を整備
する予定だったが、
従来と同じ方式が
採用され、想定して
いた空きスペース
が作れなくなった。
改めて文書管理の
方針について検討
するため、スケ
ジュールを調整し
た。

効果算定の結果、
効果が得られる取
組として「実施」す
ることとした。
永年保存文書の保
存期間の見直しに
関する照会を実施
したところ、廃棄可
能文書にバラツキ
がみられたことか
ら、保存（廃棄）の
要件に関するマ
ニュアル作成を行う
こととした。

― ― ―

効果額（千円） ― ― ―

効果見込額
（千円）

職場環境をリフォームする前と後との経費比較

― ―

― ―

取組状況 計画通り 計画通り 計画通り

公文書管理に関す
る研修会等に参加
し、文書管理に係る
基礎的な知識を習
得すると共に、先進
自治体から情報を
収集した。

新たな改善方針と
して、江南市文書
取扱規程に規定さ
れる文書の保存期
間の見直しについ
て検討することとし
た。
県内他市における
保存期間の調査研
究を実施した。

計画通り

令和5年度

平成30年度 令和3年度

公文書管理に関す
る研修会等に参加
し、文書管理に係る
基礎的な知識を習
得する。また、先進
自治体から情報を
収集する。

改めて今後の文書
管理の改善に関す
る方針について検
討し、江南市の現
状に当てはめて検
証する。

　　―

職場環境のリフォーム（書類収納棚） 総務課

江南市文書取扱規程に基づき、適切な文書の保存ができており、事務の効率化が図られている。ま
た、文書が適切に保管されることで市民の個人情報が守られている。

（２）深化

調査・検討 実施体制の構築 実施
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No．３５

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

把握した課題・問
題点を解決するた
め、貸付条件の見
直しを検討する。契
約の相手方と契約
内容について協議
する。

検討した結果、貸
付条件を見直す場
合、契約更新時に
見直した内容で契
約する。

取組実績

効果算定の結果、
現状において適正
な条件で土地の貸
し付けが行われて
いるため「中止」す
ることとした。
今後、普通財産の
有効な活用策につ
いて別の観点から
見直しが必要と
なった際に再度検
討することとした。

― ― ―

長期に渡る貸付土
地の契約条件や利
用形態を調査、検証
し,課題・問題点を把
握した。

効果見込額
（千円）

貸付条件を見直す前と後との経費比較

― ―

取組状況 計画通り 中止

令和2年度

平成30年度 令和3年度

長期に渡る貸付土
地の契約条件や利
用形態を調査、検証
し、課題・問題点を
把握する。

Ⅴ-柱7-②　資産の適正な管理運用

長期貸付土地等の条件見直し　【第二次経営改革プラン継続取組】 総務課

市が保有する普通財産が有効に活用されている。

（２）深化

実施調査・検討
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No．３６

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

把握した課題・問
題点や先行取得し
た土地を活用する
事業の計画を踏ま
え、保有している土
地の必要性、処分
時期、活用方法な
ど、今後の方針を
検討する。

引き続き保有して
いる土地の必要
性、処分時期、活
用方法など、今後
の方針を検討す
る。

保有している土地
の必要性、処分時
期、活用方法など、
今後の方針を決定
する。

取組実績

把握した課題・問
題点や先行取得し
た土地を活用する
事業の計画を踏ま
え、保有している土
地の必要性、処分
時期、活用方法な
ど、今後の方針を
検討した。

引き続き保有して
いる土地の必要
性、処分時期、活
用方法など、今後
の方針を検討し
た。

事業用地の一部が
新学校給食セン
ター用地として市に
買戻しされた。
また、先行取得した
事業用地を利用す
る担当部署に対
し、事業計画や進
捗状況など課題・
問題点を把握し
た。

― ― ―

効果額（千円） ― ― 351,483― ―

先行取得した事業
用地を利用する担
当部署に対し、事業
計画や進捗状況な
どを調査し、調査結
果に基づき課題・問
題点を把握した。
今後の方針を検討
するのに時間を要
するためスケジュー
ルを延期することと
した。

引き続き保有して
いる土地の必要
性、処分時期、活
用方法など、今後
の方針を検討し
た。

効果見込額
（千円）

先行取得した保有地の処分額

― ―

取組状況
遅延

計画通り 計画通り 計画通り 計画通り
（スケジュール延期）

令和5年度

平成30年度 令和3年度

先行取得した事業
用地を利用する担
当部署に対し、事業
計画や進捗状況な
どを調査する。調査
結果に基づき課題・
問題点を把握する。

引き続き保有して
いる土地の必要
性、処分時期、活
用方法など、今後
の方針を検討す
る。

　　―

土地開発公社保有地の見直し　【第二次経営改革プラン継続取組】 財政課

先行取得した事業用地を、市の事業の進捗に合わせ適切に処分することができている。

（２）深化

調査・検討
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No．３７

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

先進自治体での取
組や実施状況等を
調査し、民間委託
に向けた課題・問
題点を把握する。

実施に向けた課
題・問題点の解決
方法を検討する。
民間事業者に対
し、委託業務内容
や経費等について
聞き取り調査を実
施する。

支出審査業務の民
間委託を実施す
る。

取組実績

スケールメリットを
含めた効果を把握
するため、組織を
横断した会議にて
複数の取組事項を
一括して委託した
場合の効果を調査
した。

令和元年度の調査
の結果を踏まえ、
実施の可否につい
て検討した。

― ― ▲ 9,438

支出審査業務のう
ち、定例的で民間委
託することが可能な
業務の範囲を検討
した。

効果算定の結果、
得られる効果とか
かるコストのバラン
スを考慮すると、現
時点での民間委託
導入は困難なため
「中止」することとし
た。将来、職員だけ
で全ての業務を行
い続けることに必ず
限界が来ることか
ら、機械化やアウト
ソーシングの検討
は継続することとし
た。

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ▲ 3,117

取組状況 計画通り 計画通り 計画通り 中止

令和4年度

平成30年度 令和3年度

支出審査業務のう
ち、定例的で民間委
託することが可能な
業務を洗い出しす
る。

条例等の整備、作
業マニュアルの作
成、委託契約に向
け準備をする。

　　―

支出審査業務の民間委託 会計課

会計課の業務のうち、支出調書の審査補助業務等の定例的な業務について、民間委託することにより
効果的、効率的な運営ができている。

（１）進化、（２）深化

調査・検討 実施体制の構築 実施
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No．３８

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（R2年度変更）

取組内容

「江南市学校給食
基本計画」に基づ
き、学校給食調理
等業務の民間委託
について検討す
る。検討するにあた
り、公共施設の再
配置計画や保育園
給食の実施方法
等、関係各課と調
整を図る。

調査・検討結果を
踏まえ学校給食調
理等業務の運営方
針を決定する。

事業を実施する。

計画通り

（スケジュール短縮）

取組実績

「江南市学校給食
基本計画」を基に、
新学校給食セン
ターの建設時期と
調理労務職員(保
育課所属職員を含
む)の退職時期等を
踏まえ、給食調理
等業務の民間委託
について検討を
行った。

効果算定の結果、
効果が得られる取
組として「実施」体
制を構築することと
した。
正規職員の退職時
期等を勘案し、スケ
ジュールを短縮し
た。

北部学校給食セン
ターにおける給食
調理業務を民間事
業者へ委託し、コス
トの縮減を図った。

― ― 9,375

効果額（千円） ― ― 9,558

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ―

― ―

取組状況 計画通り 計画通り 計画通り

「江南市学校給食基
本計画」を策定し、
民間活力の導入等
により事業の合理
化・効率化を図るこ
とを基本方針の1つ
としたため、令和2年
度以降のスケジュー
ルを追加することと
した。

公募型プロポーザ
ル方式にて業者選
定を行った。また、
作業工程の調整や
引継ぎなど委託に
向けた準備を行っ
た。

実施

令和4年度

平成30年度 令和3年度

「江南市学校給食基
本計画」を策定し、
学校給食センター
更新についての方
針を決定する。

委託の仕様を作成
し、業者選定を行
う。また、作業工程
の調整や事務引継
ぎなど委託に向け
た準備を行う。

Ⅱ-柱1-③　学校給食の提供

学校給食センター運営業務の民間委託 【第二次経営改革プラン継続取組】 学校給食課

学校給食センター運営業務のうち給食調理等業務について、民間事業者が有するノウハウを活用し、
より効率的に学校給食が提供できている。

（１）進化、（２）深化

方針の決定調査・検討 実施実施体制の構築
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No．３９

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

講演会・講座への
参加者にアンケー
トを行い、どのよう
な講演会・講座の
開催を希望されて
いるのか調査する。
また、生涯学習課と
同様の内容や目的
の講演会・講座を
他課でも実施して
いないか調査す
る。

市民ニーズや市役
所全体での講演
会・講座の実施状
況を踏まえ、必要な
事業を取捨選択
し、内容についても
見直しをする。

取組実績

講演会・講座につ
いて、参加者アン
ケートや全庁的な
講演会・講座の事
業内容を調査し、
必要性について精
査を行った。

効果算定の結果、
効果が得られる取
組として「実施」す
ることとした。
市民ニーズや社会
情勢に即した魅力
ある講演会・講座を
実施するため、従
来の講演会・講座
のスリム化や経費
削減について検討
した。

市の教養講座の一
環として開催してい
た歴史関係講演会
を、市の事業では
なく、江南市民文
化会館自主文化事
業として継続して実
施した。

― ― 145

効果額（千円） ― ― 143― 143

他自治体の講演会・
講座の実施状況、
実施内容等を調査
した。
また、乳幼児学級に
ついては他課で同
様の講座を開催して
いるため、令和元年
度より廃止することと
した。
市役所全体での講
演会等を調査する
必要が生じたため、
スケジュールを延期
することとした。

市の教養講座の一
環として開催してい
た歴史関係講演会
を、市の事業では
なく、江南市民文
化会館自主文化事
業として実施するこ
ととした。

効果見込額
（千円）

講演会・講座を見直す前と後との経費比較

― 145

取組状況
遅延

計画通り 計画通り 実施 実施
（スケジュール延期）

令和3年度

平成30年度 令和3年度

他自治体の講演会・
講座の実施状況、
実施内容等を調査
する。

講演会・講座の内
容を精査し、令和3
年度予算に反映す
る。

Ⅱ-柱3-①　生涯学習活動の推進

講演会・講座の見直し 生涯学習課

市民のニーズに応えながら、現在実施している講演会・講座をスリム化し、経費削減ができている。

（２）深化、（３）新加

調査・検討 実施
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No．４０

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

江南市ネーミングラ
イツ事業実施要綱
に基づき、選定委
員会を開催し、
ネーミングライツ・
パートナーの募集
及び決定をする。

ネーミングライツを
導入する。

取組実績

効果算定の結果、
効果が得られる取
組として「実施」す
ることとした。
ネーミングライツ・
パートナーを募集、
決定し、令和2年8
月から令和7年3月
までの期間とする
契約の調印を行っ
た。

令和2年8月に契約
し、ネーミングライツ
事業を実施した。

ネーミングライツ事
業を継続して実施
した。

― 1,210 1,705

効果額（千円） ― 1,210 1,705― 1,705

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
した。

ネーミングライツ事
業を継続して実施
した。

効果見込額
（千円）

ネーミングライツの導入により増加する収入額

― 1,705

取組状況 計画通り 計画通り 実施 実施 実施

令和2年度

平成30年度 令和3年度

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
する。

　―

市民文化会館の維持運営及び芸術文化振興に資する事業にかかる費用を、ネーミングライツ収入で
補うことができている。

（1）進化

生涯学習課江南市民文化会館のネーミングライツ導入

調査・検討 実施
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No．４１

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（R3年度変更）

取組内容

関係団体等と民間
委託について調整
を図る。指定管理
者制度へ移行する
市体育施設の範
囲、維持管理経費
の試算、指定管理
者制度導入の効果
の算定など検討す
る。

指定管理料の基礎
になる維持管理費
の情報収集に努め
る。
市と指定管理者が
行う業務範囲や実
施体制を検討す
る。

新型コロナウイルス
感染症の動向に注
視しつつ、指定管
理料の基礎になる
維持管理費の情報
収集に努める。

遅延 遅延 遅延

（スケジュール延期） （スケジュール延期） （スケジュール延期）

取組実績

指定管理者制度へ
移行する施設の範
囲や維持管理経
費、導入の効果に
ついて検討した。
新型コロナウイルス
感染症の影響によ
り、使用料や維持
管理経費等が確定
できず、指定管理
者制度の効果算定
に期間を要するた
めスケジュールを
延期した。

新型コロナウイルス
感染症の影響によ
り、指定管理者制
度の適正な効果算
定には、期間を要
するためスケジュー
ルを延期した。

新型コロナウイルス
感染症の影響によ
り、指定管理者制
度の適正な効果算
定には、期間を要
するため、江南市
第二次リノベーショ
ンビジョンにおいて
継続して取り組むこ
ととした。

― ― ―

効果額（千円） ― ― ―

達成目標年度

計画期間 令和6年度 令和7年度 令和9年度

スケジュール

取組内容

新型コロナウイルス
感染症の動向に注
視しつつ、指定管
理者制度へ移行す
る市体育施設の範
囲や、導入効果の
算定などを検討す
る。

指定管理者制度へ
移行する市体育施
設の範囲を決定
し、効果額の算定
を行う。
指定管理制度への
移行を決定する。

市スポーツ施設の
管理業務に指定管
理者制度を導入し
て実施する。

成果指標

新型コロナウイルス
感染症の動向に注
視しつつ、指定管理
者制度へ移行する
市体育施設の範囲
や、導入効果の算
定などを検討する。

有識者で組織する
指定管理者選定委
員会を設置し、民
間事業者を選定す
る。

指定管理者制度へ移行する前と後との経費比較（単位：千円）

― ―

【江南市第二次リノベーションビジョンにおけるスケジュール】

令和9年度

令和5年度 令和8年度

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
した。また、維持管
理費等の試算に期
間を要するため、ス
ケジュールを延期し
た。

事業者にヒアリング
を実施し、指定管
理者制度へ移行し
た場合に参入意欲
があることを確認し
た。
新型コロナウイルス
感染症の影響によ
り、指定管理者制
度の適正な効果算
定には、期間を要
するためスケジュー
ルを延期した。

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ―

取組状況
遅延

（スケジュール延期）

遅延

（スケジュール延期）

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
する。

前年度の収入や維
持管理の実績を参
考に、指定管理者
制度へ移行する市
体育施設の範囲、
維持管理経費の試
算、指定管理者制
度導入の効果の算
定など検討する。

市民体育施設管理運営業務の民間委託 スポーツ推進課

民間事業者等のノウハウを活用し、管理業務の効率化、迅速化を図り、利用者のサービス向上や経費
の削減ができている。

（１）進化、（２）深化、（３）新加

Ⅱ-柱3-②　スポーツレクリエーションの充実

令和8年度

平成30年度 令和3年度

調査・検討

調査・検討 実施体制 実施
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No．４２

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（R1年度変更）

取組内容

取組による効果等
の算定をする。

市民が混乱しない
よう配慮したネーミ
ングライツの導入を
検討する。

江南市ネーミングラ
イツ事業実施要綱
に基づき、選定委
員会を開催し、
ネーミングライツ・
パートナーの募集
及び決定をする。

取組実績

効果算定の結果、
効果が得られる取
組として「実施」す
ることとした。
隣接するスポーツ
センターで既に
ネーミングライツを
導入しているため、
別々の企業名等が
付されることで市民
が混乱しないよう、
スポーツセンターの
ネーミングライツ契
約満了時にスポー
ツプラザを一体で
募集するなど、実
施年度に配慮する
こととした。

市民が混乱しない
よう配慮したネーミ
ングライツの導入に
ついて検討した。

隣接するスポーツ
センターのネーミン
グライツ・パート
ナーから、さらに5
年間の契約を新た
に締結した。その
際、市民が混乱し
ないよう配慮し、現
行契約の継続とし
た。

― ― ―

効果額（千円） ― ― ―

効果見込額
ネーミングライツの導入により増加する収入額

― ―

― ―

取組状況 計画通り 計画通り 計画通り 計画通り

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
した。

隣接するスポーツ
センターのネーミン
グライツ・パート
ナーから、現行契
約の継続について
意向を聞き取った。

令和5年度

平成30年度 令和3年度

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
する。

ネーミングライツ
パートナーの選定
に向け、選定委員
会等の準備を行う。

計画通り

　―

スポーツ施設の良好な管理運営及びスポーツ振興に資する事業にかかる費用を、ネーミングライツ収
入で補うことができている。

（1）進化

スポーツ推進課江南市営グランドのネーミングライツ導入

調査・検討 実施体制の構築
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No．４３

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

民営化に向けて、
指定管理者と協議
を行う。
民営化について、
内部調整及び議会
等で協議をする。

民営化に向けて必
要な修繕をする。
保護者説明会を実
施する。

民営化に向け最終
調整をする。認可
に向けた手続や公
立保育園の廃止、
財産譲渡に向けた
手続をする。

取組実績

実施判定の結果、
現状施設で直営と
同様の形態で運営
することに限定した
取組としては「中
止」することとした。
人口減少、市民
ニーズ及び公共施
設の再配置など保
育園運営を見直す
機会に、再度、民
営化等について検
討することとした。

― ― ―

民営化した場合の
費用削減効果額を
算定するため、先進
自治体の算定基準
や考え方などを調
査・研究した。また、
指定管理者保育園
施設の更新期等を
把握するため、保全
台帳等の活用による
修繕履歴から、今後
必要な修繕につい
ての確認を行った。

効果見込額
（千円）

保育園を民営化する前と後との経費比較

― ―

取組状況 計画通り 中止

令和5年度

平成30年度 令和3年度

民営化した場合の
費用削減効果額を
算定する。
指定管理者保育園
施設の耐用年数（更
新時期）などを基に
移管のために必要
な修繕について把
握する。

指定管理者と民営
化に向けて調整を
する。

　　―

保育園の民営化　【第二次経営改革プラン継続取組】 こども政策課

指定管理者制度で運営している保育園を民営化することにより、人材・経費の双方で安定した保育運
営ができている。

（１）進化、（２）深化

調査・検討 実施体制の構築
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No．４４

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（R3年度変更)

取組内容

実績のある業者へ
委託内容調査や見
積徴収を行う。
委託範囲や実施体
制を精査する。

民間委託を実施した
場合の効果を試算
する。

新たに小学5・6年生
が対象児童に加
わったため、改めて
現状分析を行う。
保育施設の確保を
含めた対策につい
て検討する。

遅延

(スケジュール延期)

取組実績

実績のある業者への
委託内容調査や見
積徴収を行った。
現状のままでは費用
対効果が見込めな
いと判明したが、既
に支援員の確保が
困難になっているた
め、引き続き実施体
制を検討する必要
があることから、スケ
ジュールを延期する
こととした。

民間委託を実施した
場合の効果を試算し
た。また、費用対効
果を高めるため、利
用率が高い学童保
育施設に絞って民
間委託した場合の
効果も試算した。
業者選定について
経費以外の観点か
らも検討する必要が
あることから、スケ
ジュールを調整し
た。

現状の施設数に対
して収容能力以上
の申込みがあり、現
施設の業務委託だ
けでは対応できない
状況を確認した。他
の活用できる施設も
なく、公設施設の新
規整備は困難であ
るため、民設民営の
学童保育運営業者
を受け入れる体制を
構築する必要がある
ことから、江南市第
二次リノベーションビ
ジョンにおいて継続
して取り組むこととし
た。

― ― ―

効果額（千円） ― ― ―

達成目標年度

計画期間 令和6年度 令和7年度 令和9年度

スケジュール

取組内容

仕様書の内容の検
討を行う。また、保護
者、学校、学童支援
員等に対する説明
を行う。次年度から
の民間委託のため
のプロポーザルを実
施する。

学童保育所を民間
委託する。

成果指標

民間委託の是非、委
託する場合の規模等
を決定し、民間事業
者に対する調査、検
討を行う。

民間委託した学童保育所の利用者数（単位：人）

― ―

【江南市第二次リノベーションビジョンにおけるスケジュール】

令和7年度

令和5年度 令和8年度

近隣自治体（美濃加
茂市）を訪問し、その
実施方法、施設の状
況等を調査した。
実施業者から見積り
徴収を行った。
効果的に実施できる
体制を検討する必要
があることから、スケ
ジュールを延期する
こととした。

共働き世帯の増加
に伴い、学童保育の
需要が高まる一方、
既存の学童保育施
設には空きがないた
め、民間委託により
人員を確保するだけ
では課題を解決でき
ない状況となってい
る。
保育施設の確保も
含めた対策を検討
するため、スケ
ジュールを延期する
こととした。

効果見込額
（千円）

直営と民間委託との経費比較

― ―

取組状況
遅延

計画通り 計画通り
(スケジュール延期)

遅延

(スケジュール延期)

学童保育所の民間委
託を行っている近隣
自治体を調査し、費
用、利用状況等を検
討する。
業者選定方法につい
て検討する。

見積金額だけでな
く、市民ニーズや江
南市の方針に対応
したサービス提供が
可能な受託者候補
を調査するため、先
進自治体の状況や
意見を調査する。

学童保育所運営業務の民間委託 こども政策課

市内に必要な学童保育所があり、必要な人員が安定して確保され、子どもたちにとって快適な環境で
適切な遊びや生活の場を与えている。また、学童保育を統括するリーダーが配置され、運営の統制が
できている。

（１）進化、（２）深化、（３）新加

Ⅱ‐柱5‐③　遊びを通した楽しく豊かな子育ての実現

令和7年度

平成30年度 令和3年度

調査・検討

調査・検討
実施体制

の構築
実施
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No．４５

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（H30年度変更)

取組内容

民間事業者に委託
できる範囲及び
量、コスト等を明確
にし、総合的な判
断が必要であること
から、庁内担当者
会議において、横
断的な検討を行う。

課題や問題に対す
る解決策を検討す
る。
民間委託する業務
範囲を確定し、実
効性の高い仕様を
決定する。また、業
務委託に向けた準
備をする。

取組実績

スケールメリットを
含めた効果を把握
するため、組織を
横断した会議にて
複数の取組事項を
一括して委託した
場合の効果を調査
した。

効果算定の結果、
得られる効果とか
かるコストのバラン
スを考慮すると、現
時点での民間委託
導入は困難なため
「中止」することとし
た。将来、職員だけ
で全ての業務を行
い続けることに必ず
限界が来ることか
ら、機械化やアウト
ソーシングの検討
は継続することとし
た。

― ▲ 3,117 ▲ 3,275

民間委託を行って
いる先進自治体の
業務委託内容や、
その自治体の状況
を調査、分析した。
組織を横断した会議
でスケールメリット等
を検討をすることとし
たため、スケジュー
ルを延期することと
した。

効果見込額
（千円）

民間事業者に業務を委託する前と後との経費比較

― ▲ 3,275

取組状況
遅延

計画通り 中止
(スケジュール延期)

令和3年度

平成30年度 令和3年度

先進自治体の取組
事例や実施状況、
その効果などを調査
する。また、実施状
況や効果を分析し、
課題や問題点を洗
い出しする。

児童手当及び児童
扶養手当に係る現
況届関連業務の民
間委託を実施す
る。

　　―

児童手当及び児童扶養手当に係る現況届関連業務の民間委託 こども政策課

児童手当及び児童扶養手当に係る現況届関連業務（時期的業務）の民間委託により、事務の効率化
ができている。

（１）進化、（２）深化

実施調査・検討 実施体制の構築
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No．４６

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

検討結果を踏ま
え、今後の在り方を
決定する。

取組実績

― ― ―

国の動向や県内他
市町村の単独手当
の現状、代替手段
になりうる方法につ
いて調査し対応を検
討した。効果算定を
行い、県内全市で実
施されている制度で
江南市単独で廃止
することは妥当でな
く「中止」することとし
た。

効果見込額
（千円）

　―

― ―

取組状況 中止

令和元年度

平成30年度 令和3年度

国や県内の実施状
況を調査する。市児
童扶養手当の在り
方について検討す
る。

Ⅱ‐柱5‐④　子育てに困っている家庭への経済支援等

市児童扶養手当の見直し　【第二次経営改革プラン継続取組】 こども政策課

国や県内の動向を注視し、子育て先進市として子を持つひとり親の家庭にとって、子育てしやすい環境
づくりが構築できている。

（２）深化

実施調査・検討
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No．４７

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（R2年度変更)

取組内容

土曜日保育の統合
について、課題の
整理とその対応策
を検討し、効果額
を算定する。

先進自治体等、土
曜日保育統合の手
法について調査す
る。

統合する実施園や
職員シフトを決定
し、保護者への周
知を開始する。周
知期間は令和4年
度から令和6年度ま
での3年間とする。

遅延 遅延

(スケジュール延期) (スケジュール延期)

取組実績

効率的な実施体制
や減少する経費、
保護者や園児にか
かる負担等を調査・
検討した結果、課
題、問題点への対
応策の検討に時間
を要するためスケ
ジュールを延期し
た。

課題、問題点につ
いて令和2年8月の
「子ども・子育て会
議」に諮り、委員か
ら意見を聴取した。
保護者への周知期
間を3年間以上設
ける必要があるた
め、達成目標年度
を延期した。
効果額を算定でき
たため、前倒しで実
施判定することとし
た。

― ― ―

平成30年7月の「子
ども・子育て会議」に
諮り、委員から意見
を伺った。
近隣自治体の状況
把握をするため、調
査・検討を行った。
課題の整理・検討に
時間を要するためス
ケジュールを延期し
た。

経費削減や保育士
の業務負担軽減に
繋がる取組だが、
障害児やアレル
ギー児への対応な
どで保育園の負担
が大きくなることな
どから、実施判定
の結果、現時点に
おいては「中止」す
ることとした。
今後、保育園の統
合や複合化など、
運営について見直
す機会に改めて検
討していく。

効果見込額
（千円）

土曜日保育を実施する保育園を統合する前と後との経費比較

― ―

取組状況
遅延

中止
(スケジュール延期)

土曜日保育の利用
状況を調査するとと
もに、保育園の再配
置の基本的な考え
方を整理し、統合す
る保育園を検討す
る。

土曜日保育を実施
する保育園の職員
シフトを検討し、実
施に向けたマニュ
アル等を整備す
る。

土曜日の保育実施園の統合　【第二次経営改革プラン継続取組】 保育課

土曜日保育を実施する保育園を統合することにより、人材・経費の負担が軽減し安定した保育運営が
できている。

（２）深化

Ⅱ‐柱5‐①　働きながら子育てする家庭への保育・育児支援

令和7年度

平成30年度 令和3年度

調査・検討 実施体制の構築
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No．４８

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール
（R2年度変更)

取組内容

先進事例を参考
に、共同整備の可
能性を検討する。

共同整備が可能な
他消防本部を調査
し、検討会議で課
題や問題点につい
て検討する。

共同整備する消防
本部を決定し、共
同整備内容を検討
する。

取組実績

改正された消防力
の整備指針及び先
進事例を参考に、
共同整備の可能性
を検討した。また、
今年度、消防の広
域化が検討されて
いるため、はしご車
の取扱いについて
注視することとし
た。

近隣消防本部に共
同整備の聞き取り
調査を行った。
また、愛知県消防
広域化検討会で、
広域化による特殊
車両の維持管理の
効果と課題につい
て情報収集した。
引き続き消防の広
域化が検討されて
いる中、はしご車の
取扱いについて注
視していく必要があ
るため、スケジュー
ルを調整した。

はしご車広域整備
を実施している消
防本部から、メリッ
ト・デメリットなど情
報収集を行った。
丹羽広域事務組合
消防本部と、はしご
車の共同配置につ
いて協議・検討した
が、実現には至ら
ず、今回のリノベー
ションビジョンの取
組事項としては中
止することとした。

― ― ―

近隣消防本部のは
しご車の更新時期
及び担当課の調
査、情報の収集を実
施した。

愛知県消防広域化
検討会の動向を注
視しながら、消防本
部自体の広域化に
ついて検討した。
また、近隣の丹羽
広域事務組合消防
本部と犬山市消防
本部から、今後の
はしご車の整備方
針について情報収
集を行った。

効果見込額
（千円）

はしご車の広域整備を実施する前と後との経費比較

― ―

取組状況 計画通り 計画通り 計画通り 計画通り 中止

令和6年度

平成30年度 令和3年度

近隣消防本部のは
しご車の更新時期の
調査及び先進事例
を参考に、共同整備
に向け必要となる情
報の収集や内容を
検討する。

愛知県における消
防広域化の動向を
注視しながら、共同
整備が可能な消防
本部を調査し、課
題や問題点につい
て検討する。

　　―

はしご車の広域整備の実施 消防総務課

はしご車を一定の圏域内で共同して整備し、当該圏域内の事案に対して出動する体制にすることに
よって、車両の購入費、維持管理費など経費削減ができ、効率的に運用することができている。

（２）深化

調査・検討
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No．４９

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

施設の建物構造や
入居者の特性、 避
難経路等の実情を
考慮し、施設ごとの
訓練目標、訓練実
施計画を策定す
る。
訓練実施計画に基
づき訓練を実施
後、各施設ごとに
検証を実施する。
（４施設/年）

取組実績

統一的な指導を実
現するために、訓
練指導マニュアル
を策定し担当の消
防職員に配付し
た。
また、計画通り４施
設で訓練を実施
し、各施設に対して
検証結果をフィード
バックした。

当初より高齢者施
設が３施設増えた
ため、毎年度５施設
で避難訓練を実施
することとした。
なお、今年度は新
型コロナウイルス感
染症の影響により２
施設で実施できな
かったため、３施設
で実施した。

新型コロナウイルス
感染症の影響によ
り避難訓練の実施
施設に入れ替わり
があったが、今年
度は４施設で実施
した。

▲ 53 ▲ 53 ▲ 53

効果額（千円） ▲ 58 ▲ 36 ▲ 56― ▲ 76

実施内容、実施方
法を協議した。
また、施設の建物構
造や入居者の特
性、 避難経路等の
実情を考慮し、施設
ごとの訓練目標、訓
練実施計画を策定
した。また、効果算
定の結果、効果が
得られる取組として
「実施」することとし
た。

新型コロナウイルス
感染症の影響によ
り避難訓練の実施
施設に入れ替わり
があったが、今年
度は５施設で実施
した。

効果見込額
（千円）

高齢者施設の避難訓練を充実する前と後との経費比較

― ▲ 53

取組状況 計画通り 実施 実施 実施 実施

令和元年度

平成30年度 令和3年度

実施内容、実施方
法を協議し、施設の
建物構造・規模に応
じ、防火対象物（現
時点16棟を予定）の
所有者等に訓練等
の目的を伝え、スケ
ジュールを調整す
る。

Ⅳ-柱7-②　市民・事業者の防火意識・防火体制の向上

高齢者施設の避難訓練充実・強化 消防予防課

高齢者施設が増加の一途をたどるなか、全ての施設において、効果的な教育・訓練が実施されてお
り、防火管理体制が充実している。

（３）新加

調査・検討 実施
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No．５０

目標とするビジョン

改善の柱

総合計画との関連性

達成目標年度

計画期間 令和元年度 令和2年度 令和4年度

スケジュール

取組内容

応急手当普及員を
養成する。（公共施
設３名、事業所２
名）

貸出用資機材等を
調達する。
応急手当普及員に
よる講習会を開始
する。
応急手当普及員参
加の講習会回数、
受講者数等の確認
と評価を実施する。

取組実績

効果算定の結果、
効果が得られる取
組として「実施」す
ることとした。
新たに公共施設４
名、事業所６名の
応急手当普及員を
養成した。

新型コロナウイルス
感染症拡大防止の
ため、今年度の応
急手当講習会は中
止した。応急手当
普及員による講習
会を実施できな
かったため、効果
額は算定できな
かった。
令和3年度以降も
引き続き、応急手
当普及員の養成に
取り組む。

新型コロナウイルス
感染拡大防止のた
め応急手当を一時
中断した時期が
あったが、応急手
当普及員による講
習会を開催すること
ができ、効果額を
算出することができ
た。
また、応急手当普
及員を養成するた
めの講習会も3年
ぶりに実施すること
ができた。

― 87 341

効果額（千円） ― ― 221― ―

他自治体の取組状
況等を調査した。
問題点の抽出や解
決方法の検討、対
象公共施設・事業所
の選定、養成計画
の作成などを進め
た。
尾北学校保健会と
近隣消防本部と協
議し、令和元年度よ
り小中学校教諭に
対し合同で講習を
開催することとした。

貸出用資機材を調
達した。
新型コロナウイルス
感染症拡大防止の
ため、応急手当普
及員による講習会
を実施できなかっ
たため、効果額は
算定できなかった。
また、応急手当普
及員を養成するた
めの講習も中止と
なった。

効果見込額
（千円）

応急手当普及員による講習会を行う前と後との経費比較

― 126

取組状況 計画通り 計画通り 実施 実施 実施

令和2年度

平成30年度 令和3年度

他自治体の取組状
況等を調査し、応急
手当普及員養成に
関する問題点の抽
出、解決方法を検討
する。要綱の見直
し、対象公共施設・
事業所の選定、養
成計画作成等、実
施に向け準備する。

Ⅳ-柱7-③　火災・救急救助体制の強化

応急手当普及員の養成促進 消防署

AEDを設置している公共施設、事業所の応急手当普及員が、勤務する職員、従業員に応急手当講習
を行うことにより、適切な応急手当が実施できる体制が早期から整っている。

（２）深化

実施体制の構築調査・検討 実施
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